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平成 30年第 19回未来投資会議 

10/5 第 19 回未来投資会議 議事録 

―――――――――――――――――――――――――――――――――― 

（開催要領） 

1．開催日時：2018 年 10 月 5 日（金）12:00～13:20 

2．場 所：官邸４階大会議室 

3．出席者： 

安倍 晋三 内閣総理大臣 

麻生 太郎 副総理 

茂木 敏充 経済再生担当 兼 全世代型社会保障改革担当 
兼 内閣府特命担当大臣（経済財政政策） 

菅 義偉 内閣官房長官 

世耕 弘成 経済産業大臣 

石田 真敏 総務大臣 

柴山 昌彦 文部科学大臣 

根本 匠 厚生労働大臣 

石井 啓一 国土交通大臣 

山本 順三 国家公安委員会委員長 

平井 卓也 情報通信技術（IT）政策担当 
兼 内閣府特命担当大臣（科学技術政策） 

片山 さつき 内閣府特命担当大臣（規制改革） 
兼 まち・ひと・しごと創生担当 

金丸 恭文 フューチャー株式会社 代表取締役会長兼社長 グループ CEO 

五神 真 東京大学 総長 

櫻田 謙悟 SOMPOホールディングス株式会社  
グループCEO代表取締役社長 社長執行役員 

志賀 俊之 株式会社INCJ 代表取締役会長、 
日産自動車株式会社 取締役 

竹中 平蔵 東洋大学教授、慶應義塾大学名誉教授 

中西 宏明 一般社団法人日本経済団体連合会会長、 
株式会社日立製作所取締役会長 執行役 

南場 智子 株式会社ディー・エヌ・エー 代表取締役会長 

神津 里季生 日本労働組合総連合会会長 

増田 寛也 東京大学公共政策大学院客員教授 

小林 喜光 経済同友会 代表幹事 

翁 百合 株式会社日本総合研究所 理事長 

三村 明夫 日本商工会議所 会頭 
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（議事次第） 

1．開会 

2．成長戦略の方向性（案）について 

3．閉会 

 

（配布資料） 

○議員名簿 

○産官協議会の開催について 

○政労使協議会について 

○地方施策協議会について 

○成長戦略の方向性（案） 

○神津会長提出資料 

○経済産業大臣提出資料 

 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

 

○茂木経済再生担当大臣 

それでは、ただいまから「未来投資会議」を開催いたします。 

 未来投資会議としては19回目、内閣改造後は初めての未来投資会議となりま

す。 

 このたび経済再生担当大臣、そして新たに全世代型社会保障改革担当大臣を

拝命いたしました。引き続き、未来投資会議の進行を務めさせていただきます

ので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 本日はお昼の開催でありますので、まず食事をとっていただきました。これ

から議事のほうに移りたいと思います。 

 資料１をごらんください。今回から議員として新たに櫻田謙悟SOMPOホールデ

ィングスCEO、志賀俊之株式会社INCJ代表取締役会長に御参加いただきました。

よろしくお願いいたします。 

 次に、資料２「産官協議会の開催について」をごらんください。ここにあり

ますとおり、Society5.0の社会実装に向けては、識見を有するアドバイザーの

方々をお招きし、資料にある重点分野を中心に意見交換を行いたいと思います。 

 資料３をごらんください。「政労使協議会について」であります。雇用制度

の検討などについては、本日御出席の神津連合会長などに御参加をいただきた

いと思います。 

 資料４「地方政策協議会について」をごらんください。地方政策につきまし

ては、本日御出席の増田寛也東京大学公共政策大学院客員教授、さらに自治体
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の代表者や独占禁止法の専門家にも御参加いただくことを検討しております。 

 以上が未来投資会議にかかわる新たな組織構成でありますが、本日は構造改

革徹底推進会合の各会長にも御出席いただいております。 

 本日は初回の会合でありますので、まず、今後の戦略全体につきまして御議

論いただきたいと思います。 

 最初に、事務局から資料を説明させていただきます。 

 

○新原代理補 

 資料５をごらんください。 

 １ページをごらんいただきたいと思います。少子高齢化の進行、人手不足の

高まりの中で、労働生産性の引き上げが持続的な経済成長の実現に向けた重要

課題でございます。 

 ２ページをごらんください。検討の柱は３点です。 

 まず、第４次産業革命。SDGsに向けたSociety5.0の実現でございます。技術

革新を現場に積極的に取り入れ、労働生産性の向上を図り、国民一人一人の生

活を目に見える形で豊にすると記載してございます。 

 そして、全世代型社会保障への改革です。意欲ある高齢者に働く場を準備し、

あわせて新卒一括採用の見直しや中途採用の拡大、労働移動の円滑化を図りま

す。また、健康寿命の延伸のため、健康維持や予防に力を入れます。 

 さらに、地方施策の強化でございます。地域にとっては不可欠な基盤的サー

ビスの確保を図るため、地方基盤企業の統合・強化等を図ります。 

 具体論に入ります。３－１ページをごらんください。まず、第４次産業革命

の関係でございます。ヘルスケアの分野では、糖尿病・高齢者虚弱・認知症予

防のため、保険者へのインセンティブ措置の手当を進めます。 

 ３－２ページをごらんください。金融の分野では、生活のあらゆる場面にお

いて、現金に縛られることなく支払い・送金ができ、貯蓄、個人ローン等の最

適な提案を受けられる利便性を確保いたします。このため、金融機関の接続仕

様、フォーマットの標準化、個人や中小企業が銀行を介さないでスムーズに送

金できる金融法制の見直し、さらには世界最高水準の本人確認の実現を図りま

す。 

 ３－３ページをごらんください。インフラについては、点検・補修作業につ

いて、革新技術を採用することで、データをもとにしたメンテナンスを実現し

ます。コンセッションについては、インセンティブを付与する仕組みを検討い

たします。 

 ３－４ページをごらんください。行政手続については、その自動化を図り、

自宅から手続可能とし、子育て・引っ越し・死亡・相続等の書類手続から開放
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することを目指します。 

 ３－５ページをごらんください。モビリティーについては、地方でも高齢者

が自由に外出できるように、また、過密な都市では無駄な待ち時間なく移動で

きる社会をつくります。 

 検討項目としては、75歳以上の高齢者について、安全運転を支援する機能を

搭載した自動車を前提に、安心して運転できる環境の整備を検討します。 

 また、タクシーの相乗り導入のためのルール整備、市町村管理の上で、自家

用車での有償運送をやりやすくする環境を整備します。 

 ４ページをごらんください。労働市場については、65歳以上への継続雇用年

齢の引き上げに向けた検討、高齢者のための職場環境整備や就業機会の多様化

を検討します。 

 また、中途採用の拡大と新卒一括採用の見直しを検討します。 

 地方施策については、地銀等の経営統合など独占禁止法の適用のあり方など

を検討するとともに、人口急減地域の活性化などを検討します。 

 以上でございます。 

 

○茂木経済再生担当大臣 

ありがとうございます。大きな３つのテーマのうち、Society5.0の問題はこ

の１年間の未来投資会議でかなり議論してきまして、それを具体化していくプ

ロセスに入ると思います。 

 そして、２番目の労働市場、３番目の地方施策については、新たに集中的な

検討を行っていきたいと思っております。 

 それでは、民間議員の方々から御発言をお願いしたいと思います。向かって

右側の翁会長から、御着席の順でお願いいたします。 

 なお、今、申し上げましたように本会議は３つのテーマを取り扱っておりま

す。頭の整理もありますので、御意見が第４次産業革命、全世代型社会保障、

地方施策の３つのテーマのどれについてかもできましたら触れていただきなが

ら、御発言いただければありがたいと思います。 

 お願いいたします。 

 

○翁会長 

 それでは、第４次産業革命につき、主に医療・介護の観点から申し上げます。 

 これまで技術革新を健康寿命延伸と自立支援につなげていくという医療・介

護のパラダイムシフトに結びつける議論をしてまいりましたが、今後、さらに

３つの方向で検討を深める必要があると思います。 

 第１に、長寿を喜べる社会にする総合的取組でございます。高齢化をネガテ
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ィブに捉えず、高齢者が生き生きと仕事や生活を楽しむことが健康と経済の成

長に結びつく社会にする必要がございます。アルツハイマーの患者でも生きが

いのある生活を送れば、認知機能の低下を緩和するというエビデンスもござい

ます。高齢者が適度に働き、社会とつながれば、健康維持に加え、所得を稼げ

て将来不安を軽減でき、消費にも結びつく。そうした総合的政策が必要かと思

います。 

 第２に、人口減少・人手不足の中で、高齢者を支える医療・介護従事者の働

き方改革、労働時間短縮も可能にしていく取組が必要だと思います。センサー

や音声認識機器の導入、AIを用いた業務最適化などの推進が必要でございます。

そのためには、記録や人員基準など行政のきめ細かな規制緩和が必要になって

くると思います。 

 第３は、医療関係者と民間企業、アカデミアとの一層の対話と協働の基盤を

形成していく必要性です。Society5.0になりますと、医療・介護従事者だけで

閉じず、医療・介護現場の発想、ニーズやデータと、民間企業のAIなどの技術、

大学の研究成果を結びつけ、全体で医療・介護の質をよくしていく社会になる

と思います。このためには、産官学医の対話と理解促進、課題共有、連携協働

のプラットフォームが不可欠だと思います。こうした基盤により、政府の迅速

な制度改革、企業の社会課題解決に向けた技術革新が進むと思います。 

 IoT社会では、医療だけでなく、多様な連携をあらゆる分野で進める必要があ

ると思います。フィンテックにしましても、決済は金融だけで閉じるものでは

ございません。今後、データの利活用促進と保護のバランスに配慮し、従来の

観念にとらわれずに業種を超えたデータ連携を可能にすること、また、社会課

題解決に向けて利用者目線でサービスや技術を革新できる民間事業者を巻き込

んで改革を進めることが重要だと思います。 

 以上でございます。 

 

○茂木経済再生担当大臣 

 ありがとうございます。 

 続いて、志賀議員、お願いいたします。 

 

○志賀議員 

 志賀でございます。２点。最初は第４次産業革命の関連です。 

 データの利活用によりまして、生活の利便性が画期的に向上することがわか

っているにもかかわらず、個人情報漏えいの不安からその普及を阻害している

実態に切り込む必要があると考えています。 

 その典型的な事例がマイナンバーだと思っています。マイナンバーカードの
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普及は10％強にとどまっていますが、これが健康保険証、おくすり手帳との一

体化、スマートフォン搭載などが実現できれば、利便性だけでなく、医療費削

減への貢献も大きく期待できます。 

 また、新生児の出生以来のヘルスデータが一元管理されれば、健康寿命の伸

長に大きく貢献すると思います。 

 個人データを積極的に提供している国民に対するインセンティブの付与も検

討に値すると思います。 

 公共サービスのデジタル化については、その議論の中でも、国民の漠然とし

た不安から、使い勝手の悪いシステムにならないように注意する必要があり、

一定のリスクを覚悟していでもデジタル化社会の利点を追求すべきだと考えま

す。 

 ２つ目は、全世代型社会保障です。今後、2021年以降の就活ルールの議論が

高まると思いますが、その議論は単に就活ルールにとどまらず、大学と社会の

かかわりを再考する機会にすべきだと考えます。大学に進学して大卒を看板に

企業に就職するという固定観念ではなく、将来何をしたいのかという目標を持

ち、そのために何を学び、それを達成するためのキャリアビジョンの中で就職

を考えるということを奨励していきたいと思います。 

 そうすれば、規模や安定性だけではなく、中小企業やベンチャー企業への選

択も促進され、人材の多様性と流動性が促進されると考えます。 

 産業界側も、学生の個性や学業を重視した採用活動、実態のあるインターン

シップ、通年採用、キャリア採用をふやす努力が必要です。 

 また、社会全体が個人にフォーカスし、リカレント教育を含めた地域での産

学連携による人材育成の促進が重要と考えます。 

 以上です。 

 

○茂木経済再生担当大臣 

 ありがとうございます。 

 続いて、構造改革徹底推進会合で企業関連制度・産業構造改革・イノベーシ

ョン会合の会長をお願いしております小林喜光会長からお願いいたします。 

 

○小林会長 

 第４次産業革命に関連して、一般論ですが一言申し上げます。 

 法規制や市場支配力を駆使してデータ覇権を握ろうとするグローバル競争が

熾烈な中で、質の高いリアルデータなど日本の特徴を生かした守るべきは守り、

攻めるべきは攻める体制を構築する必要があると思います。 

 政府主導のもとで、スピード感を持って産官学が連携し、世耕大臣がアドバ
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イザリーボード共同議長を務められています世界経済フォーラム第４次産業革

命センターのような国際的な組織も活用しながら、データ覇権主義に対抗して

いくことが求められると思います。 

 そのため、政府におかれましては、標準化、規制、競争政策の見直し、税制

等、デジタルインフラとデータに立脚した第４次産業革命にふさわしいガバナ

ンス改革も必要かと考えます。 

 また、日本の科学技術も今、国際競争の中で重大な局面を迎えているわけで

ございますが、世界で最もイノベーションに適した国にはまだ道半ばかと思い

ます。構造改革徹底推進会合で議論いたしましたコーポレートガバナンス改革

によって、企業の稼ぐ力を向上させた事例をアカデミアにも適用して、大学や

公的研究所の実力を強化し、産学官の連携を深め、人文・社会科学も含めた幅

広い学知のもとでイノベーションを推進することが必要だと考えます。 

 例えば、産業界が手弁当で議論をしておりまして、政策提言している産業競

争力懇談会（COCN）の理事会が、けさ開催されましたけれども、そこでもかな

り共通した議論を展開しております。そういった場とのコラボレーションも有

効かと感じます。 

 いずれにいたしましても、全ての基盤は真に持続可能な経済社会システムの

設計整備であり、それにより第４次産業革命を通じた深みのある成長が可能に

なるのではないかと考えます。 

 以上でございます。 

 

○茂木経済再生担当大臣 

 増田教授、お願いいたします。 

 

○増田教授 

 私は、地方施策について申し上げたいと思います。 

 今、地方部で起こっていることは人口減なのですが、見ますとこの５年間で

さらに加速をしています。そのことによって需要が減ってきているわけですが、

当然、そういう地域に新規参入は起こりませんし、破壊的なイノベーションも

起こらない。ただ、そこで生活していく上で必要な病院や学校などの基礎的な

サービス、ただこれは別の法律の規律もあるのですが、バス会社が典型だと思

うのですけれども地方交通、地銀といったものは、当然のことながら独占禁止

法との関係がここで問われてくるのではないかと思います。 

 需要が減少する。でも、そういうサービスを維持しなければいけない。いろ

いろと懸命にやっていくわけですが、あるときそういう基礎的サービスはばた

っとなくなるか、あるいは無秩序な形で独占形態が出現してしまう。こういう
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ことになりますと当然、地域の混乱が生じていくわけですので、それを避ける

ためのことを考えていかなければいけない。 

 余り近視眼的な競争ということを追求し続けると、今、申し上げましたよう

な基礎サービス自体が消滅ということになりかねないので、当然、消費者の利

益を確保するということが大前提でありますが、それと事業継続をどう両立さ

せていくのか。 

 やはり経済活動をもっと広範囲で考えていく。都道府県の圏域、都道府県単

位でそういう経済活動を捉えていくということだと、今後、実態にそぐわない

形になるのではないかと思いますので、規模の利益を追求していくためには隣

接地域のサービスとの連携・統合ということがあるのですが、そういったこと

も含めて、どういう環境整備をしていくのか。ここの検討が今、求められてい

ると思います。 

 地方政策協議会のほうで当然、これを俎上にしていきますが、私は独占禁止

法の適用のあり方を、そういった地域では変えていく必要があるのではないか

と考えます。 

 

○茂木経済再生担当大臣 

 ありがとうございます。地方施策の強化の中で独禁法の扱いをどうするか、

大きなテーマとして議論を進めたいと思っております。 

 それでは、第４次産業革命会合の竹中平蔵会長からお願いいたします。 

 

○竹中議員 

 第４次産業革命について発言させていただきます。 

 ここ２カ月で私は６回海外に行かせていただいたのですが、本当にただなら

ぬことが起こっていると思います。 

 ちょうど１カ月強前に、中国のアリババの本社に招待してもらいました。ア

リババは決してネット販売の会社ではなくて、ビッグデータとAIを組み合わせ

る。そしてGAFAに匹敵する会社に上場からわずか11年でなりました。 

 一番印象的でしたのは、玄関に入りますとそこの壁のちょうど２倍ぐらいの

大きなスクリーンがありまして、広州市の道路を走っている車の情報が全部、

リアルタイムでビッグデータで出る。そこにAIを使って、信号の最適化をして、

結果的に混雑率が20％減りました。そしてきわめつきは、救急車が出動してか

ら到着するまでの時間が半分になりました。そういうことで、一つの都市プラ

ンニングを行っていて、それを今、クアラルンプール市に売ることが決まった

となっている。 

 重要なことは、第４次産業革命が都市空間とそのマネジメント全体を変えて
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いるということなのだと思います。 

 例えば、自動車の自動走行はここで随分議論されると思うのですけれども、

自動車の技術はもちろん重要ですが、それだけではなくて、道路のビッグデー

タや都市空間そのものが第４次産業革命的にならなければいけない。アメリカ

のグーグルもトロントで都市全体をグーグル化するという都市計画を発表して

いる。 

 そこで提案をさせていただきたいのは、日本におきましても、このような新

しい社会の姿を集約した、いわばスーパーシティーをつくるような政策が突破

口になるのではないかと思います。 

 いわゆるスマートシティーを目指す心得というのは幾つかあるのですけれど

も、決して部分的なものではだめで、より大規模で突破力のある都市空間を政

府と民間の力でつくる。今後も地方創生は重要なテーマになる。地方中核都市

は大事だと思うのですが、その中の１つでも２つでもこのようなスーパー都市、

スーパーシティーができれば、国民から大きな期待が出ると思いますし、国民

がわかりやすいと思うのです。 

 ハイパー国家戦略特区のようなイメージになるのかもしれませんけれども、

将来に政権としてのレガシーを残すためにも、ぜひこうした政策を強力な政治

主導で進めていただきたいと思います。 

 以上です。 

 

○茂木経済再生担当大臣 

 ありがとうございます。 

 モビリティー革命は、今の竹中先生のお話のように大都市部での混雑をどう

するかという問題と、一方、増田教授のお話のような地方の過疎地、高齢者が

多いところ、足がないというところでどうするか。２つの側面から検討してい

く必要があると思っています。 

 それでは、金丸議員、お願いいたします。 

 

○金丸議員 

 ありがとうございます。 

 私からは、第４次産業革命と地方施策について意見を申し述べます。 

 今回の大きな３つの柱は、少子化、高齢化が進む中、分離した柱ではなく、

相互に深い関係性のあるもので、その中核をなすものはコンピューター通信技

術、AI、IoT、データ活用などの技術革新であります。 

 共有化されたゴールに到達するためには、官民双方が大胆に攻めの姿勢で改

革を推進することが求められます。民間においては、小さ過ぎず、遅過ぎない
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投資をしていかなければなりません。政府においては、現状に微修正を加える

のではなく、今までにない最先端の技術やビジネスモデルを取り込むことで、

新たな制度と社会を創造していかなければなりません。 

 行政は、失敗を恐れず、前例主義とは決別し、リスクを乗り越える知恵こそ

が求められています。挑戦しないこと、始めないことが最大のリスクです。 

 未来投資会議での検討は、しっかりと未来を見据えて、世界のライバルたち

からも学びながら、本質的な議論が推進されることを強く望みます。 

 地方政策について一言。コミュニティー全体に対する技術革新投資。先ほど

竹中先生がスマートシティーのようなお話をされましたけれども、私も同様で

ございまして、ある地域に、しかも全体的な投資をすると、ほどよい投資規模

であって、しかも早期にリターンが得られるので、国民の理解が得られやすい

と思います。なぜなら、地方こそ買い物困難、移動困難、人不足など、具体的

かつ深刻な課題が存在しているからです。 

 私が手がけた農林水産業の改革では、多くのことを学びました。特に昨年、

手がけました林業改革では、スマートフォンで木の前に行って、写真を撮って、

その写真を実務者にリアルタイムで電送して、その場で商いが成立する。それ

から切るということなので、これは実は在庫レスなのです。 

 ノルウェーの漁業では、一度も魚に手を触れないハイテク漁業、漁業者が船

に乗ったら体がなまるぐらい体を使わなくてもいいという設備投資がなされて

います。だからノルウェーの漁船にはジムがある。こういうことからも大きく

学びました。 

 そういうことは、私たちの第一次産業にはまだ改善の余地が多く残っている

ということでございます。 

 地方においてのキャッシュレス、ペーパーレス、デジタルガバメントのサー

ビス等も同様でございます。ぜひ地方からモデルをつくりたいと思っておりま

す。 

 以上です。 

 

○茂木経済再生担当大臣 

 ありがとうございます。 

 続いて、中西議員、お願いいたします。 

 

○中西議員 

 ありがとうございます。 

 私から簡単に４点、ちょっと多いのですけれども言わせていただきます。 

 まず最初に、この方針に対しまして私ども経団連はSociety5.0 for SDGsとい
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う最大の行動目標として掲げてございまして、今、一生懸命、単に提言ではな

くて、我々の行動宣言ということで、各企業の企業方針にこういう観点を盛り

込んでいただくような形でレポートをまとめつつございます。 

 これを単に宣言するだけではなくて、国内だけではなくダボス会議で高々に

うたい上げようと今、企画してございますので、それが第１点でございます。 

 ここまでいろいろと進んできた中で、既に竹中先生がおっしゃいましたけれ

ども、各国も同じ方向を、違った切り口で相当加速してやっているという危機

感がございます。何しろ早くやらないとだめだということで、いろいろ検討す

ることはもちろん大事だと思いますけれども、具体化というところに最大の重

点を置いて、私どもも進めていきます。 

 ３点目は、65歳以上の方々に働いていただく環境をつくっていくというのは、

大変大賛成でございまして、単に人手不足の問題ではなくて、これが生きがい

になるような形をぜひつくっていきたいということで、制度もそうですけれど

も、企業の工夫が一番大事ではないか。そこを引き出すような形で展開してい

きたいと思います。 

 最後に、既に志賀さんからお話がございましたけれども、新卒採用の話は、

私の主義は、大学が教育改革をしなければいけない。大学だけに迫るのではな

くて、先ほども志賀さんの御指摘にございましたように、企業側がちゃんと勉

強した人を評価して採る。一律でやるということではないのだというところを

議論展開していきたいと思いますので、これもよく議論させていただきたい。 

 以上でございます。ありがとうございました。 

 

○茂木経済再生担当大臣 

 ありがとうございます。 

 続いて、神津会長、お願いいたします。 

 

○神津会長 

 ありがとうございます。 

 ②の全世代型社会保障の関係で発言をいたしたいと思います。 

 私ども連合は、我が国が目指すべき社会像の提言として、働くことを軸とす

る安心社会という政策パッケージを持っております。資料６を御参照いただけ

ればありがたく存じます。 

 その柱は、全世代型の生活保障の確立と、そのベースとして、全ての人がや

りがいのある仕事につくことができる雇用の基盤であります。 

 特に橋のⅣ、セーフティーネットでありますけれども、これはさまざまな議

論を前に進める上で不可欠な内容であると考えています。これからの人口減
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少・超少子高齢化や技術革新の進展などを見通し、包摂的で持続可能な社会づ

くりを進めることが重要であります。 

 先般、働き方改革関連法が成立いたしましたが、法律が各職場で生かされて

初めて働く者の働き方改革が実現をします。まず、長時間労働の是正、同一労

働同一賃金の実現など非正規雇用労働者の待遇改善に向けた取組を政労使が協

力して着実に行っていくことが必要であります。 

 今後、高齢者雇用などをテーマにするに当たり、この会議におきまして、働

く者の声を踏まえていただくことは、ハイレベルの社会対話の枠組みとして極

めて重要であります。私どもも、この議論に真摯に対応してまいりたいと思っ

ております。 

 具体論につきましては、次回以降、資料の提出も含めて詳しく意見を申し述

べていきたいと思いますが、特に２点触れておきたいと思います。 

 高齢者の働き方は、ニーズも多様であります。体力・健康面でも格差がある

こと、さらに職場の状況・課題もさまざまにあるということでありますので、

現状を踏まえた議論が重要だと思います。特に高齢者の過労死事案あるいは労

災事故といったことが課題として指摘されている中では、誰もが安全・健康に

働ける職場環境の整備が喫緊の課題であると考えます。 

 また、中途採用に関してですが、40代半ばに差しかかった就職氷河期世代の

人たちに光を当てることは極めて重要だと思います。65歳までだとしても、20

年間の職業人生があります。正社員就職などの支援を強力に進めるなど、政労

使で知恵を出すことが必要だと考えます。 

 以上であります。 

 

○茂木経済再生担当大臣 

 ありがとうございます。 

 続いて、構造改革徹底推進会合の地域経済・インフラ会合の会長をお願いし

ております三村会長、お願いいたします。 

 

○三村会長 

 ３点、申し上げます。 

 まず、高齢者の雇用についてです。足元で中小企業や地方の人手不足はます

ます深刻となっておりますけれども、ぜひとも高齢者を雇用したいという事業

者はたくさんあります。 

 しかし一方で、高齢者は体力、気力での個人差が相当あります。その中でも

元気な高齢者はぜひとも70歳まで働くことを希望しているわけであります。し

かし、事業者の要望と高齢者の能力をマッチングする機能が社会全体として圧
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倒的に不足しております。もちろん幾つかの試みはあります。例えば上尾商工

会議所では地域単位で150人程度、また日本貿易会では業界単位で3,000人弱の

OB人材を組織化して、マッチング事業を実施しております。 

 国の施策として、産業雇用安定センターの拡充も含めて、もっと大規模なマ

ッチングシステムづくりをお願いしたいと思います。それが高齢者の健康寿命

延伸へもつながると思います。 

 ２点目は、地方施策の強化でありますけれども、私どもで各地の地方創生の

取組を調査分析したところ、首長の強力なリーダーシップのもとで、地域の資

源を活用して、地域ぐるみで自主的に活動していることが共通的な成功要因に

なっているということだと思います。 

 したがって、ぜひとも地方の自主性を尊重した上で、国としてさらにどのよ

うな支援を行うことが適切かというスタンスで議論していただきたいと思って

います。 

 ３点目は、第４次産業革命のトータル管理についてであります。基幹プロジ

ェクトの実現に向けて、産官協議会で議論を深めることは極めて意義のあるこ

とだと思います。それと同時に、既に未来投資2018で示されている多くの成長

戦略のKPIを、PDCAを回しながら一歩一歩全体として着実に推進していくことも

もちろん重要だと思っております。 

 したがって、既に動いている４つの構造改革徹底推進会合と新しい協議会と

の関係を明確にして、ぜひともエアーポケットが生じないように、包括的な推

進が必要と考えますので、よろしくお願いいたします。 

 以上であります。 

 

○茂木経済再生担当大臣 

 それぞれの会合の連携をしっかりと図っていきたいと考えております。 

 先ほど、新たに議員として参加いただくと御紹介させていただきました櫻田

議員、お願いいたします。 

 

○櫻田議員 

 櫻田でございます。 

 私は今回から参加させていただきますので、具体論というよりは、未来投資

を考えるに当たっての基本的な立ち位置みたいな形で少しお話ししたいと思い

ます。 

 挙げられた３つの柱のうち、特に最重要、しかし最難課題かもしれない全世

代型社会保障。これは働き方改革を含むと理解しております。これにつきまし

て、３点ほどコメントさせていただきたいと思います。 
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 １点目は、日本のなりたい姿について、念頭に置きたいということでありま

す。超高齢化あるいは人口減少、あるいはちょっと次元が違いますけれども、

地政学的にも重要でかつ難しいところにある日本の立ち位置を意識しながら、

抱えている課題先進国である日本が、その先進課題を解決する仕方を見ていく

ことで、今後、国際社会の中でいてほしい国日本であるだけでなく、いてもら

わなくては困る日本という国になるためにどのような進め方があるのかという

ことを常に頭に置いていきたいということでございます。目指すべき国の形は

何なのかということを少し意識したいと、民間でありますけれども思っており

ます。 

 ２点目は、健全な危機感の重要性についてであります。避けて通れない改革

に対しては、ともすると、今やらなくてもいいという認識がもしかしたら社会

に広がっているのではないかという懸念を持っております。というのも、日本

は既にかなり豊かで十分にレジリエントな社会でありますので、気がつかない

うちにゆっくり坂を下っているか、あるいは下っていってもいいのではないか

という気持ちがどこかにないかという危機感があります。 

 そういう意味で、健全な危機感を持ちながら、社会の質的な変化、時には少々

痛みを伴う変革あるいは質的な進化を進めていく必要があるのではないかと強

く感じている次第であります。 

 最後が、デジタル資本主義の中で、日本らしく勝つということについて意識

をしたいということであります。既に御案内のとおり、インターネット等がも

たらすバーチャルデータの世界では、GAFAに主導権を握られ、これを凌駕する

事業体が日本から出てくるというのは余り現実的ではないと思っておりますが、

日本が強いとするリアルデータのうち、IoTはもちろんそうでありますが、例え

ば国民介護保険という世界に類を見ないすばらしい制度をもたらしてくれる精

度の高いクオリティーデータをぜひ意識したいと思います。 

 こういったことを考えながら、日本らしい課題解決を生むための未来投資を

考えていきたいと思っております。 

 微力を尽くしたいと思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 

○茂木経済再生担当大臣 

 ありがとうございます。 

 それでは、先ほど中西議員から大学のあり方という話も出ましたが、五神議

員、お願いいたします。 

 

○五神議員 

 大学代表の五神です。よろしくお願いします。 
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 第４次産業革命の観点を中心に、他の２つのテーマともつながる話をさせて

いただきたいと思います。 

 Society5.0は価値の源泉が物から知識・情報にシフトしますので、産業・社

会・経済全ての仕組みが転換する、パラダイムシフトするという意識が大切で

す。その仕組みをどうやってつくるか、どう動かし始めるかということですが、

明らかにデータ活用が鍵であります。 

 全て、既にあるものも含めて、データを柔軟に活用して、それを事業化する

ベンチャーの役割はますます重要になります。データを集め、活用できる人材

と高度な情報インフラがそこでは不可欠です。サイバーとフィジカルの連結、

文理を行き来する知と人材、それを生み出す場が必要です。そういう意味で、

まさに大学はこの要素がそろっておりますので、最大活用すべきであります。 

 私は総長に就任して３年半になりますが、この間、大学の景色は随分変わり

ました。本郷キャンパスの周りには東大発ベンチャーの集積が進んでいます。

AI関係の講座もスタートしまして、平成26年のスタート時は139名でしたが、現

在は1,000名を超えています。 

 その中で、例えば理論物理や文系の人などもそれを積極的に受講するという

ことで、新しい人の流れができていて、AIやデータを活用する分野が急速に広

がっています。 

 この夏、西海岸のグーグルから招待を受けて現場を見ましたが、その勢いに

は圧倒されたというのが実感であります。産と学を分けて考えること自体がも

う古いかもしれないと感じました。頭を切りかえて、未来像をしっかりと捉え

直し、そこから逆算して、やるべき改革を加速するべきだと痛感しました。 

 大学については、ここでも何度か申し上げているように、ミッションの再定

義を急ぎまして、Society5.0の社会実装をするための機能を実装するべきです。

全国各地にある大学も非常に重要なインフラですので、地域産業のスマート化

を全国一斉に進めるツールとして活用すべきです。 

 その背骨とも言える高度なデータを利用するための学術情報インフラは、こ

こでの議論の後押しもあって、SINETの機能強化が着実に動き始めています。地

域のデジタル革命、スマート化に必要な人材としては、理工系の研究室、特に

その活動を実際に支えている全国で数万人ですが修士の学生の戦力化が急務で

あるということで、就職問題などにおいてそこをフォーカスすると、スピード

感のある改革が進むと私は見ています。 

 以上です。 

 

○茂木経済再生担当大臣 

 ありがとうございます。ちなみにグーグルは、それぞれの事務所はキャンパ
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スという呼び方をしております。 

 お待たせいたしました。南場議員、お願いいたします。 

 

○南場議員  

 私からは第４次産業革命について発言させていただきます。 

 平成30年はインターネットによる情報通信革命の年であったと思います。

人々は大きくその恩恵を受けましたけれども、一つ残念だったことは、この平

成の間にGAFA・TAP級の企業が日本から生まれなかったことです。 

 ただ、今、五神先生の話にもありましたけれども、最近、非常に優秀な学生

が大企業に就職するのではなく、みずからスタートアップを立ち上げるケース

がふえてきていることを実感しています。これは大変にうれしいことです。 

 ぜひこういった変化に着目し、この流れを加速させるための施策の棚卸し、

そして必要な施策の実行をしなければいけないと考えています。 

 具体的には、これは包括的ではありませんけれども、現時点でわかっている

ことを申し上げますと、まず、スタートアップ企業がスケールアップしていく

ある段階で、大企業の人材が非常に有益に働くことがあります。豊富なビジネ

ス経験と世界の一線で戦ってきた大企業の人材がベンチャー企業に入ってくる。

そういった流れを意識的につくる、あるいは終身雇用的な働き方からより流動

性を持った形に変えていく取組が必要であると考えます。 

 次に、日本のベンチャー企業が世界レベルで大活躍できていない理由の一つ

に、私が実感しているのは、日本のチームが多国籍軍を組成していないという

ことです。このために何ができるのかといいますと、これも例えばですけれど

も、まず世界のトップノッチ人材が日本の大学に集まる環境をもっと整える。

学生の間にグローバルなエクスポージャーが得られる機会をふやすなどがある

かもしれません。しかし、根本的には、人間形成に大きな影響を与える初等教

育の問題があるのではないかと思います。 

 多様性を尊び、異質を巻き込むリーダーシップを育む初等教育改革は、時間

はかかりますが、これをやらないと日本は変わらないと考えております。 

 最後に、業法です。企業が新しい発想で事業やサービスを立ち上げるときに、

やろうとすることと、規制や行政が非常にずれているということがあります。

政府としても既に取組が始まっていますが、ここはあらゆる領域において社会

のニーズに応じた見直しをしなければいけないと思っております。 

 次の年号において、日本からグローバルに大活躍する企業が多数新しく輩出

されるよう、施策の棚卸し、環境整備に邁進するべきと考えております。 

 以上です。 
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○茂木経済再生担当大臣 

 ありがとうございます。 

 それぞれ民間議員の皆さんからは、今後の議論のベースとなるような大変貴

重な御意見をいただきました。 

 次に、あらかじめ御発言希望をいただいております閣僚から、順次発言をい

ただきたいと思います。 

 この内閣は全員野球ではありますが、内野、外野ぐらいの区別はありますの

で、最初に全世代型社会保障に関連しまして、根本厚生労働大臣、世耕経済産

業大臣の順番でお願いいたします。 

 

○根本厚生労働大臣 

 厚生労働大臣の根本匠です。 

 私も、今回の成長戦略の中で、全世代型社会保障の改革は大きな柱だと思い

ます。 

 世耕大臣のペーパーで、材料として出ているようでありますが、厚生労働省

としても、高齢者数がピークを迎え、生産年齢人口の減少が顕著となる2040年

ごろを見据えた社会保障制度のあり方の検討や働き方改革の推進に取り組んで

おります。 

 具体的には、誰もがより長く、元気に活躍できる社会の実現に向けて、高齢

者を初めとした多様な就労・社会参加の環境整備、就労・社会参加の前提とな

る健康寿命の延伸、労働力の制約が強まる中での医療・福祉サービスの改革に

よる生産性の向上の点について、強力に取り組んでいきたいと思います。 

 

○茂木経済再生担当大臣 

 世耕大臣。 

 

○世耕経済産業大臣 

 資料７、表紙をおめくりください。 

 生涯現役社会の実現に向けた明るい社会保障改革の検討のため、産業構造審

議会に新たな部会を設置いたしまして、９月から議論を開始しているところで

あります。生涯現役社会の実現には、行動経済学におけるナッジの考え方の活

用や予防・健康インセンティブの強化などによる個人のスマートな賢い選択の

応援が必要だと考えております。 

 具体的には、４つの柱を考えておりますが、年金受給開始年齢の柔軟化や繰

り下げの選択による年金充実メリットの見える化、がん検診等の通知等による

健康リスクの見える化、生活習慣病や認知症予防のための保険者のインセンテ
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ィブ強化、65歳以上への継続雇用年齢の引き上げや高齢者未採用企業への雇用

拡大、そして中途採用協議会による総理をヘッドとする運動展開などが考えら

れます。 

 今後、根本厚生労働大臣と協力し、この会議に検討結果を報告しながら、政

府全体の方針に貢献していきたいと思います。 

 

○茂木経済再生担当大臣 

 ありがとうございます。 

 次に、第４次産業革命に関連して、石井国土交通大臣、山本国家公安委員会

委員長、平井科学技術政策担当大臣の順番でお願いいたします。 

 

○石井国土交通大臣 

 国土交通大臣の石井です。２点、お話しいたします。 

 第１は、自治体インフラについてであります。防災・減災対策として頻発す

る自然災害に対し、インフラ機能を確保するためにも、気象状況の変化等を踏

まえた日常のメンテナンスが極めて重要であります。 

 加えて、インフラの老朽化や中長期的な担い手不足等の中で、建設生産・管

理システム全体の生産性を向上し、効率的な維持管理を行うことが必要であり

ます。 

 このため、3Dデータの活用等のi-Constructionの取組をさらに進化させまし

て、構造や点検結果等の各種インフラデータを集約するプラットフォームを整

備し、データを最大限活用した点検・診断から修繕・更新までのサイクルを確

立するなど、取組を一層強化してまいります。 

 ２点目は、次世代モビリティー、スマートシティーについてですが、都市・

地方の全ての人の安心・安全かつ効率的な移動の確保や持続可能なまちづくり

は重要な課題であります。 

 このため、例えば出発地から目的地まで複数の交通手段を組み合わせて、予

約から決済まで一括して提供するMaaSの実現に向けた実証実験を各地で展開す

るなど、取組を強力に推進してまいります。 

 以上でありますが、国土交通省としましては、新たに策定する成長戦略全般

について、施策の充実を図ってまいります。 

 以上です。 

 

○茂木経済再生担当大臣 

 山本委員長、お願いします。 
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○山本国家公安委員会委員長 

 国家公安委員会委員長の山本でございます。 

 今までの自動運転の関係でもございますけれども、次世代モビリティー、国

際競争力の確保、高齢者への移動手段の提供等の観点から、極めて重要な課題

と認識をいたしております。 

 警察といたしましても、安全を確保した上で、技術の進展を支援し、制度設

計を含む必要な取組を推進してまいりたいと考えております。 

 

○茂木経済再生担当大臣 

 平井大臣、お願いします。 

 

○平井情報通信技術（IT）政策担当兼内閣府特命担当大臣（科学技術政策） 

 今回、初めて参加させていただきます平井です。よろしくお願いします。 

 Society5.0の実現には、今回の会議のテーマも含めて、各司令塔会議、各省

庁のイノベーション関連政策を統合して、全体最適化を図る必要があると思い

ます。 

 ６月に閣議決定した統合イノベーション戦略に沿って、社会全体のデータ連

携基盤の構築、AI駆動型産業・社会への転換、デジタルガバメントの推進、ム

ーンショット型研究開発等を通じたシーズ創出等を通じて、スピード感を持っ

てイノベーションの社会実装に取り組む必要があります。 

 そして、国民が真に利便性の向上を実感できる行政サービスのデジタル化を

徹底するために、いろいろな法整備、また制度改革をやっていきたいと思いま

す。 

 電子申請の添付書類の撤廃や死亡・相続、引っ越しの手続のワンストップ等々

が先行されると思います。 

 担当大臣として、未来投資会議とも連携しながら、社会実装を含め、イノベ

ーション関連政策の全体最適化を図っていくよう努力をさせていただきます。 

 

○茂木経済再生担当大臣 

 ありがとうございます。 

 次に、全世代型社会保障及び第４次産業革命に関連して、柴山文科大臣、お

願いいたします。 

 

○柴山文部科学大臣 

 まず、全世代型という意味からすると、生涯現役社会の実現のために、私ど

も文部科学省ではリカレント教育プログラムの大幅拡充、そして質もしっかり
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と向上していかなければいけないと思っておりまして、実践的なリカレント教

育を進めていきたいと思っておりますし、また、社会人が学びやすい環境づく

りに取り組んでいきたいと考えています。 

 それから、今、話題となっている新卒一括採用のあり方の検討についても、

学生の不安を早期に解消する観点から、大学側、そして企業側の議論をしっか

りとお伺いして、適切に対応していきたいと思っております。 

 また、健康寿命の延伸にも寄与するよう、スポーツを通じた健康増進をしっ

かりと裾野を広げた形で行っていくよう、取り組んでまいります。 

 あわせて、AI人材の育成を初めとしたSociety5.0の実現に向けたプログラミ

ング等も含めた人材の育成及び科学技術の振興についても取り組んでいくこと

を付言させていただきます。 

 

○茂木経済再生担当大臣 

 ありがとうございます。 

 それでは、次に主に地方施策に関連して、石田総務大臣、片山規制改革まち・

ひと・しごと担当大臣の順番でお願いいたします。 

 

○石田総務大臣 

 総務大臣の石田でございます。よろしくお願いいたします。 

 総務省でも、Society5.0の実現に貢献するプロジェクトなどを鋭意に進めて

いるところでございます。 

 また、今回、３本柱の一つとして地方施策が盛り込まれましたことは、まさ

に時宜を得たものであり、ありがたく思っております。 

 特に地方への情報インフラの整備に通じて、東京一極集中の是正、また地域

の人手不足対策、さらには防災・減災の対応につきましては、私どもも取組の

必要性を痛感しているところでございます。総務省として積極的に協力してま

いりたいと思っております。 

 以上でございます。 

 

○茂木経済再生担当大臣 

 片山大臣、お願いします。 

 

○片山内閣府特命担当大臣（規制改革）兼まち・ひと・しごと創生担当 

 内閣府特命担当大臣の片山さつきでございます。 

 Society5.0の実現に向けまして、日本の成長を阻害する規制全てに真っ正面

から挑戦し、スピード感を持って大胆に改革を行っていく必要があると深く考
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えておりまして、できるだけ早く、近々に開催を予定しております規制改革推

進会議で充実した審議を行ってまいりたいと思います。 

 また、地方創生につきましては、委員の先生方からお話がありましたように、

まさに待ったなしでございまして、人口減少に歯どめをかけるため、規制改革

をあわせて情報の支援、人材の支援、財政の支援の地方創生版３本の矢で強力

に支援するとともに、私は女性が輝く社会のほうも担当しておりまして、人口

流出している地域は女性から出てきます。そういうことも含めて、あわせて関

連する政策を総動員してまいりたいと考えております。 

 いずれにいたしましても、今後とも、産官学金労言士と幅広く連携しながら、

未来への投資を後押しさせていただきたいと思いますので、どうぞ御指導よろ

しくお願いいたします。 

 

○茂木経済再生担当大臣 

 ありがとうございます。 

 それでは最後に、最後にと言いましてももちろん総理にはこの後、締めくく

りの御発言をいただきますが、その前に全体的な観点から、麻生副総理からお

願いいたします。 

 

○麻生副総理 

 特にきょう初めての方もいらっしゃって、今、いろいろと御意見を拝聴させ

ていただいたのですけれども、危機感の共有というのは結構でき上がりつつあ

るのだと思うのです。ここにおられる方々は一応そういう意識をお持ちになっ

ておられるので、始まったころはそうでもなくて、各省庁で随分違っていたと

思いますけれども、今は皆さん結構それぞれこのままではぐあいが悪いことに

なっていないかという話やら、いろいろな話で、財務省でもファイナンシャル

テクノロジーなどというものが出てきて、暗号資産などいろいろなものが出て

きますので、これに対応するには法律が全然追いついていませんから、そうい

ったものを含めて、いろいろなものが出てきているということで、このまま行

くと結構やばいのではないかということが出てきて、特に大学に対する話も、

五神先生などの話を聞いていると、今、ベンチャーが一番できつつあるのは私

が見ている範囲では東大ではないですか。そのようなぐあいに見えますので、

そういった意味では、一つの流れとしてはいい方向に来ているのかなと思って

いますので、引き続き、関心を持ち続けていただくことが大事なことかなと思

っております。 

 

○茂木経済再生担当大臣 



22 
平成 30年第 19回未来投資会議 

 ありがとうございます。 

 まさに危機感を共有していくことは極めて重要なことでありますし、日本ぐ

らいキャッシュレスでおくれている国は明らかにない。これは相当な努力が必

要だと思います。団塊の世代が2022年には75歳を超えるのは明らかな事実であ

ります。さらにはゼロ歳の人が生まれたら、その人は３年後に３歳になるので

す。５年後には５歳になるのですから、それに合わせたシステムを今からしっ

かりつくっていく必要があるのではないかと思っているところであります。 

 それでは、総理から締めくくりの発言をいただきたいと思います。 

 その前に、プレスが入出いたします。 

 

（報道関係者入室） 

 

○茂木経済再生担当大臣 

 それでは、総理、よろしくお願いいたします。 

 

○安倍内閣総理大臣 

 先般、やや私ごとではありますが、党においてまた３年の任期をいただきま

したので、本日こうしてさまざまなお話を伺っていて、危機感を共有しながら、

さまざまな改革に全力を尽くしていきたいと思っております。 

 その中で早速、本日、未来投資会議をキックオフし、早速新しい内閣の３年

間の改革の議論をスタートさせました。初回の本日は、今後の戦略について議

論を行いました。 

 まず、Society5.0の実現です。第４次産業革命への対応について、世界の変

化は加速しています。雇用環境が一段と改善している今こそ、技術革新を現場

に積極的に取り入れ、労働生産性の向上を図るチャンスです。この３年間が勝

負であります。 

 誰でもどこでもキャッシュレスで支払い、送金サービスを受けられる社会を

実現するため、金融法制の見直し、金融機関との連携促進などを検討します。 

 モビリティー分野については、人口減少が進む地方でも、高齢者が自由に外

出でき、人口過密な都市でも無駄な待ち時間なく移動できる社会を目指し、制

度改革を進めていきます。 

 公共サービスでは、子育て・住所変更・死亡・相続等の行政手続の自動化に

向けた環境整備を進めるとともに、道路・水道といったインフラについて、防

災の観点も含めAIやロボット、センサーを用いたメンテナンスを一気に実行に

移してまいります。 

 そして、安倍内閣の最大のチャレンジである全世代型社会保障への改革です。
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このテーマも、この未来投資会議において集中的に議論を進めていきます。 

 生涯現役社会の実現に向けて、意欲ある高齢者の皆さんに働く場を準備する

ため、65歳以上への継続雇用年齢の引き上げに向けた検討を開始します。この

際、個人の実情に応じた多様な就業機会の提供に留意します。 

 あわせて、新卒一括採用の見直しや中途採用の拡大、労働移動の円滑化とい

った雇用制度の改革について検討を開始します。 

 健康・医療の分野では、まず、人生100年健康年齢に向けて、寿命と健康寿命

の差をできるだけ縮めるため、糖尿病・高齢者虚弱・認知症の予防に取組、自

治体などの保険者へのインセンティブ措置を強化します。 

 さらに、地方施策の強化です。人口減少を背景に地域にとって不可欠なサー

ビスの確保が困難になる中で、地方銀行等の地方基盤企業の統合・強化・生産

性向上を図るため、独占禁止法の適用のあり方を検討します。 

 美しく伝統あるふるさとを守り、次世代に引き渡すため、人口急減地域への

支援を強化するとともに、引き続き、地方経済を支える中小・小規模事業者の

生産性向上を支援してまいります。 

 本年末までに、中間的な報告を取りまとめます。その上で、こうした改革を

進めるにあたってのボトルネックを解消するため、３つの３年間の工程表を含

む実行計画を来年の夏までに閣議決定いたします。 

 私が先頭に立ちますので、茂木経済再生・全世代型社会保障改革担当大臣を

初め、安倍内閣の関係閣僚はまさに全員野球の精神で、内野外野の区別なく、

改革に向けた具体的な検討を進めていただきたいと思います。 

 

○茂木経済再生担当大臣 

 ありがとうございます。 

 

（報道関係者退室） 

 

○茂木経済再生担当大臣 

 ありがとうございました。 

 本日、かなり充実したキックオフの議論ができたのではないかと思います。

本日の議論を踏まえて、次回以降、各論について御議論いただきたいと考えて

おります。 

 次回は高齢者雇用、そして新卒一括採用、中途採用の拡大等の雇用制度改革

と糖尿病の予防等の人生100年健康年齢について議論をする予定であります。 

 以上をもちまして、本日の会議を終了いたします。ありがとうございました。 




